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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しており

ません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第23期において当期純損失を計上しており、か

つ、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第24期中については、中間純損失を計上しているため

記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数(パートタイマー、アルバイト)は、日働８時間で

の換算数を〔 〕外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成17年 
  ７月31日

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成18年 
  ７月31日

自 平成19年
  ２月１日 
至 平成19年 
  ７月31日

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成18年 
  １月31日

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成19年 
  １月31日

売上高 (千円) ― ― 6,293,318 ― 15,673,055

経常損失 (千円) ― ― 505,365 ― 1,139,822

中間(当期)純損失 (千円) ― ― 1,070,591 ― 1,227,117

純資産額 (千円) ― ― 2,311,780 ― 3,483,634

総資産額 (千円) ― ― 8,602,193 ― 10,502,545

１株当たり純資産額 (円) ― ― 95,793.32 ― 144,351.51

１株当たり中間 
(当期)純損失

(円) ― ― 44,362.13 ― 49,842.32

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 26.8 ― 33.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 110,545 ― △1,103,621

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 96,163 ― △810,766

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △526,497 ― 773,898

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,325,221 ― 1,639,690

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
― 

〔―〕
―

〔―〕
319 

〔170〕
― 

〔―〕
323 

〔211〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第22期中、第22期において潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。第23期中、第23期については、中間(当期)純損失を計上しており、かつ、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。第24期中については、中間純損失を計上しているため記載してお

りません。 

３ 従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数(パートタイマー、アルバイト)は、第22期までは

日働７時間40分での換算をしておりましたが、第23期中から日働８時間での換算数を〔 〕外数で記載して

おります。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。 

４ 第23期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

５ 第23期より連結財務諸表を作成しており持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失は記載しておりませ

ん。なお、第５経理の状況  １連結財務諸表②連結損益計算書に記載しております。 

６ 第23期より連結財務諸表を作成しており営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・

フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は、連結経営指標

に記載しておりますので本表には記載しておりません。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成17年 
  ７月31日

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成18年 
  ７月31日

自 平成19年
  ２月１日 
至 平成19年 
  ７月31日

自 平成17年 
  ２月１日 
至 平成18年 
  １月31日

自 平成18年
  ２月１日 
至 平成19年 
  １月31日

売上高 (千円) 9,064,420 7,382,494 5,541,496 18,589,271 14,557,980

経常利益又は 
経常損失（△）

(千円) 256,820 △811,110 △232,055 776,049 △1,075,099

当期純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(千円) △162,163 △827,365 △1,300,335 35,533 △1,105,834

持分法を適用した場合の 
投資利益又は投資損失 
（△）

(千円) 1,515 △1,391 ― 5,006 ―

資本金 (千円) 996,650 996,650 996,650 996,650 996,650

発行済株式総数 (株) 24,715 24,715 24,715 24,715 24,715

純資産額 (千円) 4,656,337 3,856,425 2,174,289 4,868,503 3,575,888

総資産額 (千円) 12,144,221 9,169,963 7,352,350 10,959,086 9,498,385

１株当たり純資産額 (円) 188,401.29 156,035.84 90,096.11 196,985.79 148,174.23

１株当たり当期純利益 
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) △6,561.33 △33,476.26 △53,882.07 1,437.72 △44,916.11

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 4,000 4,000

自己資本比率 (％) 38.3 42.1 29.6 44.4 37.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 592,376 △142,238 ― 714,683 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △117,165 △65,122 ― △137,999 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △83,590 △652,262 ― △729,418 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 3,313,678 1,918,157 ― 2,773,760 ―

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
233 

〔184〕
259

〔140〕
244

〔111〕
242 

〔168〕
245

〔126〕



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年７月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数(パートタイマー、アルバイト)は、日働８時間で

の換算数を〔 〕外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。 

２ 当社グループは、衣料品製造・小売事業以外に事業の種類はございません。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成19年７月31日現在 

 
(注)従業員数は就業人員数を表示しております。臨時雇用者数(パートタイマー、アルバイト)は、日働８時間で

の換算数を〔 〕外数で記載しております。臨時雇用者数については派遣社員を除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。

  

事業部門の名称 従業員数(名)

卸売事業部門
80

〔  1〕

小売事業部門
204

〔165〕

ライセンス事業部門 8

全社
27

〔  4〕

合計
319

〔170〕

従業員数(名)
244  

〔111〕



第２ 【事業の状況】 

 当グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間と

の対比の記載はしておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国の経済は、金利情勢や原油価格高騰などの懸念材料はあったも

のの継続的に好調な企業業績を背景に、景気は、回復基調を持続しております。しかしながら、個人

消費は、所得環境の改善等もありますが、消費の裾野に広がりが見られず、本格的な回復に至らない

状況となっております。 

 カジュアルウェア業界においては、SPA業態（製造小売業）への参入進展、消費者価値観の変化を

機敏に捉えた差別化商品及び店舗戦略により企業間格差が拡大し、競合はさらに熾烈さを増しており

ます。 

 事業部門別の業績を示すと、次の通りであります。 

 ①卸売事業 

当事業部門においては、ジーニングカジュアル専門店及びスポーツ専門店向けに主力ブランド

「T&C Surf Designs」（タウン＆カントリー）を中心に「Dick Brewer Surfboards」（ディック

ブルーワー サーフボーズ）の拡販に努めました。 

 ②小売事業 

   当事業部門においては、レディースカジュアルウェアSPA業態「pour le mieux」（プーレミュ

ー）においてスクラップアンドビルドを積極的に行い、専門店ビル及びショッピングセンターの

４店舗を閉店し、新たに１店舗を出店し効率化を図りました。また、ファミリー層をメーンター

ゲットに捉えたサーフカジュアルを中心とするSPA業態「Coral Point」（コーラルポイント）に

ついては、２店舗を新たに出店いたしました。 

 また、新たに前年度下期に子会社化したパイオニアトレーディング株式会社については、

「indio」（インディオ）ブランドの拡販に努めました。 

 ③ライセンス事業 

  当事業部門においては、「T&C Surf Designs」ブランドを主体としたライセンスアイテムの拡充と

「Dick Brewer Surfboards」の新規顧客の獲得に努めました。 

  

しかしながら、盛夏において天候不順だった影響を受け、卸売事業での売上高確保が出来なかった

事により、売上総利益額の確保が進まず、また、パイオニアトレーディング株式会社においては、商

品戦略の遅れにより、不本意な実績となりました。 

 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は6,293,318千円となりました。利益面では、営業損失は

523,631千円、経常損失は505,365千円、中間純損失は1,070,591千円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ314,469千円減少し、当中間連結会計期間末は1,325,221千円となりました。これは、主に税金

等調整前中間純損失が1,055,882千円計上され、売上債権の減少額972,910千円、長期借入れによる収

入300,000千円があったものの、子会社株式の取得による支出58,481千円、長期借入金の返済による

支出619,546千円があったことによるものであります。 

  

 なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローとそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果獲得した資金は、110,545千円となりました。これは主に税金等調整前中間純損

失1,055,882千円が計上され、収入面では売上債権の減少額972,910千円、支出面では仕入債務の減

少額286,923千円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果獲得した資金は、96,163千円となりました。これは主に店舗等閉鎖に伴う敷金・

保証金の減少額151,340千円、子会社株式の取得による支出58,481千円があったことによるもので

あります。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、526,497千円となりました。これは主に長期借入れによる収入

が300,000千円あったものの、長期借入金の返済による支出が619,546千円あったことによるもので

あります。 

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1)重要な変更 

  前事業年度末に比べ重要な変更はありません。 

(2)新たに生じた課題 

    当社は、第24期中間監査の実施過程において、当社の会計監査人であった新日本監査法人よ 

   り、平成20年１月期中間期末のたな卸資産の集計に誤りの可能性があり、過年度に遡って調査 

     をする必要があるとの指摘を受けました。そこで、外部の第三者により過年度における在庫の 

     集計誤りの有無について調査を実施した結果、平成18年１月期および平成19年１月期の当社の 

     たな卸資産の在庫金額が過大に計上されていたことが判明し、当社は過年度決算の訂正を行い 

     ました。  

    このような事態をうけ、当社グループは本件の発生の未然防止ができなかったコーポレート 

   ガバナンス体制に根本的な問題があったとの認識を持ち、不適切な会計処理の再発防止に向け 

   た具体策の策定と抜本的な経営改善策の策定を目的に「経営改革委員会」を発足させ、以下の 

   課題に取り組んでまいります。 

  

①在庫管理および評価ルールの再整備 

  ・アウトレット店舗へのＰＯＳレジ導入を進め、在庫管理体制の整備を図ります。 

事業部門 仕入高(千円)

卸売事業 2,219,418

小売事業 1,068,481

合計 3,287,900

事業部門 販売高(千円)

卸売事業 3,417,272

小売事業 2,393,180

ライセンス事業 460,981

合計 6,271,434



  ・実地たな卸のルールの強化を行い、たな卸結果の審査承認のプロセスを再構築します。 

  ・季越商品の評価下げルールの見直しを行い、結果の審査承認のプロセスを再構築します。 

 ②コンプライアンスの重視と内部統制の強化 

  ・新たにコンプライアンス室を設置し、コンプライアンス研修の計画実施およびマニュアルの 

      作成と全社への浸透を図ってまいります。 

  ・内部監査室を強化し、監査の頻度と質を高め、牽制機能の強化を図ります。 

  ・財務報告に関する業務の標準化を進め、業務記述書やフローチャートの作成によりリスクの 

    把握を行い、内部統制が機能する体制を構築します。 

 ③公明正大な経営の実現を図るコーポレートガバナンス体制および情報開示の強化 

  ・経営監督と経営執行機能の分離によるコーポレートガバナンスの強化を進め、社外専門家と 

      の協力体制の構築を進めることで経営の監督機能の強化を図ります。 

  ・ＩＲ情報開示方針の策定によるステークホルダーの皆様への説明責任の強化を図ります。 

 ④業績回復に向けた堅実な経営計画の策定 

  ・激しく変化する経営環境の下で、早急な収益の改善を行い、安定的な収益の確保ができる企 

    業体質を構築するために、収益の構造改革に取り組んでおります。顧客満足度の高い品質の 

      商品を低価格で提供し、売上の維持を図り、低コスト構造の再構築、連結財務体質の強化に 

      努めてまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、研究開発活動はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、取得した設備の状況は以下のとおりであります。 

    ① 提出会社 
平成19年７月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

設備の 
内容 

(事業部門)

売場面積 
(㎡)

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)

摘要
建物及び
構築物

その他 合計

CP相模大野店 
(相模原市相模大野)

店舗(小
売)

183.3 9,901 1,816 11,717
1  

[ 5]
オープン日

平成19年3月9日

pour le mieux静岡パ
ルコ(静岡市葵区)

店舗(小
売)

72.2 7,867 178 8,045
─  
[ 3]

オープン日
平成19年3月13日

MA原宿 
(渋谷区神宮前)

店舗(小
売)

169.9 8,798 246 9,044
2  

[ 3]
オープン日

平成19年3月16日

CPノースポートモー
ル 
(横浜市都筑区)

店舗(小
売)

161.2 9,924 1,125 11,050
2  

[ 3]
オープン日 

平成19年4月20日

合計 36,491 3,367 39,859
5  

[14]



(2) 当中間連結会計期間において、事業所の閉鎖に伴い以下の設備を除却致しました。 

    ① 提出会社 
平成19年７月31日現在 

 
（注）帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。 

事業所名 
(所在地)

設備の 
内容 

(事業部門)

売場面積 
(㎡)

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名)

摘要
建物及び
構築物

その他 合計

pour le mieuxステ
ラタウン店（注） 
(さいたま市北区)

店舗(小
売)

220.8 0 0 0 ─
閉店日 

平成19年2月18日

pour le mieux神戸
阪急店（注） 
(兵庫県神戸市)

店舗(小
売)

90.4 0 0 0 ─
閉店日 

平成19年2月18日

pour le mieuxくず
はモール店（注） 
(大阪市枚方市)

店舗(小
売)

153.9 0 0 0 ─
閉店日 

平成19年4月1日

pour le mieuxダイ
ヤモンドシティプ
ラウ店（注） 
(大阪府堺市)

店舗(小
売)

163.2 0 0 0 ─
閉店日 

平成19年5月6日

UO白石店 
(札幌市白石区)

店舗(小
売)

934.7 5,542 0 5,542 ─
閉店日 

平成19年5月6日

PIKO OUTLET広島 
HOP店 
(広島県広島市)

店舗(小
売)

260.6 10,495 894 11,390 ─
区画移動の為除却
(平成19年3月15
日)

合計 16,038 894 16,933 ─



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更 

     該当事項はありません。 

（2）設備計画の新設計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ２ 投資予定額には、敷金・保証金が含まれております。 

  

（3）設備計画の除却計画 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等は、次のとおりであります。 

① 提出会社 

 
（注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２ 帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。 

 

   ② 国内子会社 

事業所名 
（所在地）

設備の内容 
(事業部門)

投資予定額
資金調達の

方法
着手予定 完了予定年月

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

柏物流センター 
(千葉県柏市)

倉庫(小売) 10,702 7,156 自己資金 平成19年7月 平成19年9月

CPちはら台店 
(市原市ちはら台西)

店舗(小売) 25,366 3,000 自己資金 平成19年7月 平成19年9月

LW札幌東伏古店 
(札幌市東区)

店舗(小売) 22,200 0 自己資金 平成19年8月 平成19年9月

PIKO OUTLET印西牧の原店 
(千葉県印西市)

店舗(小売) 28,700 5,000 自己資金 平成19年7月 平成19年9月

合     計 86,968 15,156

事業所名 

（所在地）

設備の内容 

（事業部門）

当中間連結会計 

期間末帳簿価額 

（千円）

除却の予定年月

MAデックス東京ビーチ店 
(東京都港区)

店舗(小売) 2,977 平成19年8月

pour le mieux千葉パルコ店 
(千葉市中尾区)

店舗(小売) 6,148 平成19年8月

pour le mieuxりんくう泉南店（注）２ 
(大阪府泉南市)

店舗(小売) 0 平成19年8月

           合     計 9,125

事業所名 

（所在地）

設備の内容 

（事業部門）

当中間連結会計 

期間末帳簿価額 

（千円）

除却の予定年月

Indio新宿ルミネエスト店 
(東京都新宿区)

店舗(小売) 0 平成19年8月

Indio池袋店 
(東京都豊島区)

店舗(小売) 0 平成19年9月

Indio大宮店 
(さいたま市大宮区)

店舗(小売) 0 平成20年1月

Indio御徒町店 
(東京都台東区)

店舗(小売) 0 平成20年1月

           合     計 0



（注）１ 帳簿価額は減損損失計上後の金額であります。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 
(注)１ 行使価額は、新株予約権の募集事項を定める取締役会決議の日の属する月の前月の各日 

    （取引が成立していない日を除く。）におけるジャスダック証券取引所における当社株式 
    普通取引の終値の平均値または新株予約権の募集事項を定める取締役会決議の日の前日の 
    ジャスダック証券取引所にける当社株式の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直 
    近の終値）のうちいずれか高い方に1.05を乗じた金額とし、また、１円未満の端数は切り 
    上げる。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000

計 70,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年７月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年11月29日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 24,715 24,715
ジャスダック
証券取引所

―

計 24,715 24,715 ― ―

中間会計期間末現在
(平成19年７月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年10月31日)

新株予約権の数（個） 600 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 600 同左

新株予約権の行使時の払込金額 注１ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年５月１日から

 平成24年４月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  122,640
 資本組入額  61,320

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡する場合
には取締役会の決議による承
認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す 
る事項

─ ─



     なお、割当後、時価を下回る価額による新株式の発行を行う場合または自己株式を処分 
    する場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく 
    自己株式の売渡し、当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付 
    されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、 
    調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

 
  

   （上記算式において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己 
    株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には「新発行株式数」を「処分する 
    自己株式数」と読み替えるものとする。）  
     また、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社 
    は必要と認める行使価額の調整を行う。  

  

 
  

    さらに、上記の他、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた 
    ときは、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 
(注)２ 当社の新株予約権の取得の条件は、以下のとおりです。  

    ①当社取締役および従業員（平成19年４月25日定時株主総会決議においてストックオプショ 
     ンとして新株予約権の発行を当社取締役会の委任により）  
    ②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場合、当社が分 
     割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合、 
     または、当社が完全子会社となる株式交換契約承認の議案若しくは株式移転計画承認の 
     議案が当社株主総会で承認された場合（いずれも、株主総会決議が不要の場合は、当社 
     の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別に定める日に、新株予約権を無 
     償で取得することができる。  

  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たり出資金額

時価

既発行株式数＋新発行株式数

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年２月１日 
～平成19年７月31日

― 24,715 ― 996,650 ― 1,262,690



(5) 【大株主の状況】 

平成19年７月31日現在 

 
（注）１ 上記のほか当社所有の自己株式582株（2.35%）があります。 
   ２ 次の法人から、当中間会計期間中に大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日  
     平成19年4月26日）、次のとおり報告を受けておりますが、当中間会計期間末現在 
     における当該法人名義の実質所有株式数の確認が出来ませんので、上記「大株主の状況」 
     では考慮しておりません。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

茂 木 眞 一 東京都墨田区 8,873 35.90

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH  COURT  133  FLEET  STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２－７－１決済事業
部）

4,103 16.60

児 玉 俊 明 広島県福山市 1,540 6.23

大和紡績株式会社 大阪府大阪市中央区久太郎町３－６－８ 600 2.43

クリムゾン従業員持株会
東京都中央区日本橋３－５－15
同和ビル

492 1.99

三井物産株式会社 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町１－２－１
（東京都中央区晴海１－８－12晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

400 1.62

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 360 1.46

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
（東京都港区六本木６－10－１六本木ヒルズ
森タワー）

291 1.18

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 250 1.01

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山２－５－１ 200 0.81

計 ― 17,109 69.23

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合（％）

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門１－12－16住
友芝大門ビル２号館２階

4,331 17.52



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年７月31日現在 

 
② 【自己株式等】 

平成19年７月31日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1)退任役員 

 
  

(2)役職の異動 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   582

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 24,133 24,133 ―

発行済株式総数 24,715 ― ―

総株主の議決権 ― 24,133 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株）

他人名義
所有株式数 
（株）

所有株式数 
の合計 
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社クリムゾン

東京都墨田区亀沢 
４－17－17

582 ― 582 2.35

計 ― 582 ― 582 2.35

月別 平成19年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

最高(円) 140,000 133,000 109,000 124,000 120,000 82,400

最低(円) 125,000 105,000 91,100 94,000 77,100 71,000

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 直営本部長 畠中 慶一 平成19年５月31日

取締役 管理部長 藤田 潔 平成19年10月１日

新役員名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 

（海外事業本部長）

取締役 

（企画生産本部長）
増田 政 平成19年５月15日



 
  

  

取締役 

（管理部長）

取締役 

（管理担当）
藤田 潔 平成19年６月８日

取締役 

（経営企画部長 兼 経理部長）

取締役 

（経営企画部長）
古木 智一 平成19年６月８日

取締役 

（経営企画部長）

取締役 

（経営企画部長 兼 経理部長）
古木 智一 平成19年９月14日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年

度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算

書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については前中間連結会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

  

２ 監査証明について 

当社は、旧証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年２月１日から平成18年７

月31日まで)の中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法

第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)

及び当中間会計期間(平成19年２月１日から平成19年７月31日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表

については、金丸健彦公認会計士、大塚和辰公認会計士により中間監査を受けております。 

    なお、前中間会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の中間財務諸表について  

 は、みすず監査法人により中間監査を受け、その後、平成19年11月22日提出の訂正報告書の中間財 

 務諸表については、新日本監査法人より監査を受けております。 

  また、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

    第23期中間会計期間の中間財務諸表（訂正報告書） 

          新日本監査法人 

    第24期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第24期中間会計期間の中間財務諸表 

          金丸健彦公認会計士、大塚和辰公認会計士 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

当中間連結会計期間末

(平成19年７月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 1 現金及び預金 1,638,867 1,953,336

 2 受取手形及び売掛金 2,416,408 3,389,318

 3 たな卸資産 887,329 835,066

 4 その他 593,249 570,488

   貸倒引当金 △4,072 △7,024

   流動資産合計 5,531,783 64.3 6,741,185 64.2

Ⅱ 固定資産

 1 有形固定資産

  （１）建物及び構築物
※１ 
※２

527,096 597,245

    （２）土地 ※２ 132,216 132,216

  （３）その他 ※１ 66,427 89,229

   有形固定資産合計 725,739 8.4 818,691 7.8

 2 無形固定資産

    （１）のれん ― 466,286

    （２）その他 122,295 134,246

     無形固定資産合計 122,295 1.4 600,533 5.7

 3 投資その他の資産

  （１）敷金・保証金 ※２ 1,760,216 1,913,177

  （２）その他 477,638 444,530

   貸倒引当金 △15,480 △15,572

   投資その他の資産合計 2,222,375 25.9 2,342,135 22.3

   固定資産合計 3,070,410 35.7 3,761,359 35.8

   資産合計 8,602,193 100.0 10,502,545 100.0



当中間連結会計期間末

(平成19年７月31日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年１月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 1 支払手形及び買掛金 2,187,183 2,474,107

  2 短期借入金 366,000 310,000

 3 一年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 1,199,216 1,195,540

 4  未払金 508,680 590,304

 5  引当金 36,716 8,070

 6  その他 171,799 237,291

   流動負債合計 4,469,596 52.0 4,815,313 45.8

Ⅱ 固定負債

 1 長期借入金 ※２ 1,710,864 2,093,086

 2 その他 109,953 110,510

   固定負債合計 1,820,817 21.2 2,203,596 21.0

   負債合計 6,290,413 73.2 7,018,910 66.8

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 1 資本金 996,650 11.6 996,650 9.5

 2 資本剰余金 1,262,690 14.7 1,262,690 12.0

 3 利益剰余金 113,219 1.3 1,280,343 12.2

 4 自己株式 △81,809 △1.0 △81,809 △0.8

   株主資本合計 2,290,750 26.6 3,457,874 32.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 1 その他有価証券 
     評価差額金

13,225 0.1 14,064 0.1

 2 繰延ヘッジ損益 ― ― 5,580 0.1

 3 為替換算調整勘定 6,115 0.1 6,115 0.1

   評価・換算差額等 
      合計

19,341 0.2 25,760 0.3

Ⅲ  新株予約権 1,688 0.0 ― ―

   純資産合計 2,311,780 26.8 3,483,634 33.2

   負債純資産合計 8,602,193 100.0 10,502,545 100.0



  

② 【中間連結損益計算書】 

  

 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 6,293,318 100.0 15,673,055 100.0

Ⅱ 売上原価 3,230,328 51.3 8,860,111 56.5

   売上総利益 3,062,990 48.7 6,812,943 43.5

    返品調整引当金戻入額 8,070 0.1 11,871 0.1

    返品調整引当金繰入額 △9,264 △0.1 △8,070 △0.1

   差引売上総利益 3,061,795 48.7 6,816,745 43.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 3,585,426 57.0 7,932,582 50.6

   営業損失 523,631 △8.3 1,115,837 △7.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,162 911

 ２ 受取配当金 398 609

  ３  持分法による投資利益 5,314 ―

 ４ 為替差益 34,725 64,111

 ５ その他 14,621 56,223 0.9 6,192 71,824 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 24,759 33,089

 ２ 持分法による投資損失 ― 22,511

 ３ 店舗等閉鎖費用 12,068 37,302

 ４ その他 1,129 37,957 0.6 2,905 95,808 0.6

   経常損失 505,365 △8.0 1,139,822 △7.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 330 220

 ２ 事務所移転補償収入 ― 280,382

  ３ 貸倒引当金戻入益 2,690 ―

  ４ 店舗解約補償収入 4,653 ―

 ５ その他 ― 7,674 0.1 19,138 299,741 1.9

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ ― 57

 ２ 固定資産除却損 ※４ 20,092 109,683

 ３ 減損損失 ※５ 494,878 207,444

 ４ 店舗等解約違約費用 9,548 38,385

  ５  関係会社整理損失引当金 
      繰入額

27,452 ―

 ６ その他 6,221 558,192 8.9 5,939 361,511 2.3

   税金等調整前 
   中間(当期)純損失

1,055,882 △16.8 1,201,591 △7.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

14,708 25,526

   法人税等調整額 ─ 14,708 0.2 ─ 25,526 0.2

   中間(当期)純損失 1,070,591 △17.0 1,227,117 △7.8



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

  

 
  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,280,343 △81,809 3,457,874

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △96,532 △96,532

 中間純損失 △1,070,591 △1,070,591

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

― ― △1,167,123 ― △1,167,123

平成19年７月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 113,219 △81,809 2,290,750

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 

損益

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計

平成19年１月31日残高(千円) 14,064 5,580 6,115 25,760 ― 3,483,634

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △96,532

 中間純損失 △1,070,591

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の中間連結 

 会計期間中の変動額(純額)
△839 △5,580 △6,419 1,688 △4,731

中間連結会計期間中の変動額合計 

(千円)
△839 △5,580 ― △6,419 1,688 △1,171,854

平成19年７月31日残高(千円) 13,225 ― 6,115 19,341 1,688 2,311,780

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年１月31日残高(千円) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額

 連結初年度による増加額 996,650 1,262,690 2,606,321 4,865,661

 剰余金の配当 △98,860 △98,860

 当期純損失 △1,227,117 △1,227,117

 自己株式の取得 △81,809 △81,809

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

996,650 1,262,690 1,280,343 △81,809 3,457,874

平成19年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,280,343 △81,809 3,457,874

評価・換算差額等

純資産合計
その他 

有価証券 

繰延ヘッジ 

損益

為替換算 

調整勘定

評価・換算 

差額等合計



 
  

評価差額金

平成18年１月31日残高(千円) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額

 連結初年度による増加額 25,756 △500 25,256 4,890,917

 剰余金の配当 △98,860

 当期純損失 △1,227,117

 自己株式の取得 △81,809

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額(純額)
△11,691 5,580 6,615 504 504

連結会計年度中の変動額合計 

(千円)
14,064 5,580 6,115 25,760 3,483,634

平成19年１月31日残高(千円) 14,064 5,580 6,115 25,760 3,483,634



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純損失 △1,055,882 △1,201,591

 ２ 減価償却費 55,140 139,796

 ３ 減損損失 494,878 207,444

 ４ 無形固定資産償却額 10,196 61,198

 ５ 長期前払費用償却額 19,289 21,163

 ６ 開発費償却額 ― 46,731

 ７ のれん償却額 51,809 51,809

 ８ 貸倒引当金の増減額 △3,044 △20,326

 ９ 返品調整引当金の増減額 1,194 △3,801

  10  関係会社整理損失引当金 27,452 ―

 11 受取利息及び受取配当金 △1,561 △1,521

 12 為替差益 △7,336 △10,400

 13 支払利息 24,759 33,089

 14 持分法による投資損益 △5,314 22,511

 15 有形固定資産売却損益 △330 △162

 16 有形固定資産除却損 17,527 109,683

  17  無形固定資産除却損 2,564 ―

 18 売上債権の増減額 972,910 1,306,956

 19 たな卸資産の増減額 △53,247 119,200

 20 仕入債務の増減額 △286,923 △1,167,066

 21 その他 △114,016 △514,417

    小計 150,063 △799,700

 22 利息及び配当金の受取額 1,088 887

 23 利息の支払額 △26,304 △36,524

 24 法人税等の支払額 △14,301 △268,284

   営業活動によるキャッシュ・フロー 110,545 △1,103,621

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の純増減額 △1 6,060

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △9,007 △39,899

 ３ 有形固定資産の売却による収入 2,380 80,485

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △809 △4,800

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △879 △1,629

 ６ 投資有価証券の売却による収入 ― 7,000

 ７ 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による支出

― △879,800

  ８ 子会社株式の取得による支出 △58,481 ―

 ９ 貸付による支出 △2,621 △9,095



 
  

 10 貸付金の回収による収入 192 9,379

  11 敷金・保証金の減少額 151,340 51,620

 12 その他 14,050 △30,088

   投資活動によるキャッシュ・フロー 96,163 △810,766



 

  

当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △3,000 △64,177

 ２ 長期借入れによる収入 300,000 2,650,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △619,546 △ 1,376,025

 ４ 長期未払金の支払による支出 △108,259 △ 255,860

 ５ 自己株式の取得による支出 ― △ 81,809

 ６ 配当金の支払額 △95,692 △ 98,228

   財務活動によるキャッシュ・フロー △526,497 773,898

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 5,318 6,420

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △314,469 △ 1,134,069

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,639,690 2,773,760

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 1,325,221 1,639,690



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

 当社グループは、前連結会計年度においてたな卸資

産の不適切な会計処理の訂正による大幅な損失を計上

したことに引き続き、当中間連結会計期間において、

営業損失523,631千円、経常損失505,365千円及び中間

純損失1,070,591千円を計上するにいたりました。 

 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義が存

在しております。 

  

 当該状況に対処すべく、当社グループは、不適切な

会計処理の再発防止策の実施、コーポレートガバナン

ス体制の改善、不採算店舗の閉鎖や固定費の削減によ

る経営の効率化を進めることによる業績改善策を積極

的に取り組んでまいります。 

 

１． このような状況に至った経緯とこれまで行った対 

  策 

 平成19年９月に当社の第24期中間監査の実施過程に

おいて、当社の会計監査人であった新日本監査法人よ

り、平成19年７月末のたな卸資産の集計金額に誤りが

ある可能性を指摘され、外部の第三者による調査によ

って、平成18年１月期及び平成19年１月期のたな卸資

産の在庫金額が過大に計上されていたことが判明しま

した。そのため、平成19年11月22日付で平成18年１月

期及び平成19年１月期の有価証券報告書及び半期報告

書の訂正報告書を提出いたしました。 

 このような中で、当社グループは本件の発生を未然

に防止できなかったコーポレートガバナンス体制に根

本的な問題があるとの認識を持ち、不適切な会計処理

の再発防止に向けた具体策の策定と抜本的な経営改善

策の策定を目的に「経営改革委員会」を発足させ、社

内改革に着手いたしました。 

 

２． 再発防止策について 

 不適切な会計処理の再発防止策については、社外ア

ドバイザーとともに現在の決算財務報告プロセスを分

析し、牽制機能を強化させる社内管理体制の確立とそ

の業務プロセスの文書化に取り組んでおります。ま

た、在庫管理と在庫評価のルールを再整備し、その一

環として今回不適切な会計処理の原因となったアウト

レット店舗にＰＯＳレジを導入するとともに、たな卸

業務のマニュアルによる標準化を徹底させます。 

 

３． コーポレートガバナンス体制の改善 

 「経営改革委員会」の立ち上げとともに組織の見直

しをはかりコンプライアンス室の設置と内部監査の業

務監査にとどまらない広範多岐にわたる監査機能の強

化を行います。さらに管理職コンプライアンス研修制

度のスケジュール化と全社員を対象とするコンプライ

アンス対象マニュアルの作成開示を行います。さらに

執行役員についてはその権限と責任を明確にし、執行

役員会の定例化によるガバナンスの強化と意思決定及

び執行の迅速化を図ってまいります。 

 

４． 業績の改善策について 

 当該状況を解消し、安定的な収益の確保ができる企

 

──────────



 

  

業体質を構築するために小売事業における店舗別の損

益管理の再徹底、不採算店舗の閉鎖を伴う損益構造の

改善策及び全社的な経費等の見直しに伴う固定費の削

減等の施策を実施することにより業績の改善に努めて

まいります。 

  

 上記の施策を実施することにより継続企業の前提に

関する重要な疑義は解消されるものと考えておりま

す。従って、当社グループは継続企業を前提として中

間連結財務諸表を作成しており、継続企業の前提に関

する重要な疑義の影響を中間連結財務諸表に反映して

おりません。



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

１  連結の範囲に関する事項 (１)連結子会社の数  １社 

    連結子会社の名称 

    パイオニアトレーディング㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２)非連結子会社の名称等 

    非連結子会社 

    Ｌ’ＯＲ  ＢＬＥＵ  ＦＲＡ 

    ＮＣＥ  Ｓ.Ａ.Ｒ.Ｌ. 等３社 

    (連結の範囲から除いた理由) 

       非連結子会社は、いずれも 

     小規模であり、合計の総資産 

     、売上高、中間純損益（持分 

     に見合う額）及び利益剰余金 

     （持分に見合う額）等は、い 

     ずれも中間連結財務諸表に重 

     要な影響を及ぼしていないた 

     めであります。

(１)連結子会社の数  １社 

    連結子会社の名称 

    パイオニアトレーディング㈱ 

      パイオニアトレーディング 

    ㈱については、当連結会計年 

    度において新たに株式を取得 

    したことに伴い、連結子会社 

    といたしました。なお、パイ 

    オニアトレーディング㈱は、 

    平成18年８月１日をみなし取 

    得日としているため、損益に 

    ついては平成18年８月からの 

    ６ヵ月間を連結しております 

    。 

(２)非連結子会社の名称等 

    非連結子会社 

    Ｌ’ＯＲ  ＢＬＥＵ  ＦＲＡ 

    ＮＣＥ  Ｓ.Ａ.Ｒ.Ｌ. 等２社 

    (連結の範囲から除いた理由) 

       非連結子会社は、いずれも 

     小規模であり、合計の総資産 

     、売上高、当期純損益（持分 

     に見合う額）及び利益剰余金 

     （持分に見合う額）等は、い 

     ずれも連結財務諸表に重要な 

     影響を及ぼしていないためで 

     あります。 

２  持分法の適用に関する事項 (１)持分法適用の関連会社数 １社 

    持分法適用の関連会社名 

      江蘇舜天夢島時装有限公司 

(２)持分法を適用していない非連 

    結子会社 

    Ｌ’ＯＲ  ＢＬＥＵ  ＦＲＡ 

    ＮＣＥ  Ｓ.Ａ.Ｒ.Ｌ. 等３社 

    (持分法を適用しない理由) 

       非連結子会社は、中間純損 

     益（持分に見合う額）及び利 

     益剰余金（持分に見合う額） 

     等からみて、持分法の対象か 

     ら除いても中間連結財務諸表 

     に及ぼす影響が軽微であり、 

     かつ、全体としても重要性が 

     ないため持分法の適用範囲か 

     ら除外しております。  

(３)在外持分法適用会社の中間決 

    算日は６月30日でありますの 

    で平成19年１月１日から平成 

    19年６月30日までの財務諸表 

    を使用しております。

(１)持分法適用の関連会社数 １社 

    持分法適用の関連会社名 

      江蘇舜天夢島時装有限公司 

(２)持分法を適用していない非連 

    結子会社 

    Ｌ’ＯＲ  ＢＬＥＵ  ＦＲＡ 

    ＮＣＥ  Ｓ.Ａ.Ｒ.Ｌ. 等２社 

    (持分法を適用しない理由) 

       非連結子会社は、当期純損 

     益（持分に見合う額）及び利 

     益剰余金（持分に見合う額） 

     等からみて、持分法の対象か 

     ら除いても連結財務諸表に及 

     ぼす影響が軽微であり、かつ 

     、全体としても重要性がない 

     ため持分法の適用範囲から除 

     外しております。  

(３)在外持分法適用会社の決算日 

    は12月31日でありますので平 

    成18年１月１日から平成18年 

    12月31日までの財務諸表を使 

    用しております。

３  連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  すべての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致しており

ます。

  すべての連結子会社の事業年度の

末日は、連結決算日と一致しており

ます。



４  会計処理基準に関する事項 

  (１)重要な資産の評価基準及び 

      評価方法

①有価証券 

  その他の有価証券 

    時価のあるもの 

      中間決算期末日の市場価格 

    等に基づく時価法（評価差額 

    は、全部純資産直入法により 

    処理し、売却原価は移動平均 

    法により算定） 

    時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

②デリバティブ 

  時価法 

③たな卸資産 

  商品 

    総平均法による原価法 

    ただし、一部の小売店舗商品 

    については売価還元原価法 

    なお、季越の商品については 

    、販売可能価額を基準として 

    評価減を実施しております。 

    これによる評価損は売上原価 

    に含めて処理しております。 

  貯蔵品 

    最終仕入原価法

①有価証券 

  その他の有価証券 

    時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格等に 

    基づく時価法（評価差額は、 

    全部純資産直入法により処理 

    し、売却原価は移動平均法に 

    より算定） 

    時価のないもの 

      移動平均法による原価法 

②デリバティブ 

  時価法 

③たな卸資産 

  商品 

    総平均法による原価法 

    ただし、一部の小売店舗商品 

    については売価還元原価法 

    なお、季越の商品については 

    、販売可能価額を基準として 

    評価減を実施しております。 

    これによる評価損は売上原価 

    に含めて処理しております。 

  貯蔵品 

    最終仕入原価法

  (２)重要な減価償却資産の減価 

      償却の方法 

 

 

 

 

 

①有形固定資産 

  定率法 

    但し、平成10年４月１日以降 

  に取得した建物（附属設備は除 

  く）については、定額法を採用 

  しております。 

    なお、主な耐用年数は以下の 

  とおりであります。 

      建物      10～50年 

      器具備品   3～20年 

 

  (会計方針の変更) 

     法人税法の改正（（所得税法 

   等の一部を改正する法律  平成 

   19年３月30日  法律第６号）及 

   び（法人税法施行令の一部を改 

   正する政令  平成19年３月30日 

   政令第83号））に伴い、平成19 

   年４月１日以降に取得したもの 

   については、改正後の法人税法 

   に基づく方法に変更しておりま 

   す。 

     なお、この変更に伴う営業損 

   失、経常損失、税金等調整前中 

   間純損失に与える影響は軽微で 

   あります。 

 

②無形固定資産 

  定額法 

    なお、自社利用ソフトウェア 

  については、社内における利用 

  可能期間（５年）に基づいてお 

  ります。

①有形固定資産 

  定率法 

    但し、平成10年４月１日以降 

  に取得した建物（附属設備は除 

  く）については、定額法を採用 

  しております。 

    なお、主な耐用年数は以下の 

  とおりであります。 

      建物      10～50年 

      器具備品   3～20年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産 

  定額法 

    なお、自社利用ソフトウェア 

  については、社内における利用 

  可能期間（５年）に基づいてお 

  ります。



(３)重要な繰延資産の処理方法         ───────    開発費 

  新市場開拓のため将来の収 

 益との対応により３年間で均 

 等償却

(4) 重要な引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に 

 備えるため、一般債権につい 

 ては貸倒実績率により、貸倒 

 懸念債権等特定の債権につい 

 ては個別に回収可能性を勘案 

 し、回収不能見込額を計上し 

 ております。 

②返品調整引当金 

  売上返品による損失に備え 

 るため、過去の返品率等を勘 

 案し、返品予測高に対する売 

 買利益相当額を計上しており 

 ます。 

③関係会社整理損失引当金 

    関係会社の整理により将来負 

  担することとなる損失に備える 

  ため、当該損失見込額を計上し 

  ております。 

  (追加情報) 

    当社子会社であるＬ’ＯＲ Ｂ 

  ＬＥＵ  ＦＲＡＮＣＥ  Ｓ.Ａ. 

  Ｒ.Ｌ.の清算に伴って当社が負 

  担することとなる損失見込額を 

  関係会社整理損失引当金として 

  計上しております。

①貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に 

 備えるため、一般債権につい 

 ては貸倒実績率により、貸倒 

 懸念債権等特定の債権につい 

 ては個別に回収可能性を勘案 

 し、回収不能見込額を計上し 

 ております。 

②返品調整引当金 

  売上返品による損失に備え 

 るため、過去の返品率等を勘 

 案し、返品予測高に対する売 

 買利益相当額を計上しており 

 ます。 

        ───────

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準

  外貨建金銭債権債務は、中間連結

決算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

 なお、在外持分法適用会社の資産

及び負債は当該会社の中間決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額のうち持分相当額は純資産

の部における為替換算調整勘定に含

めて計上しております。 

 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 なお、在外持分法適用会社の資産

及び負債は当該会社の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算

差額のうち持分相当額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。 

 

(6) 重要なリース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(7) 重要なヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してお 

  ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  通貨スワップ取引を行う 

 こととしております。 

 ヘッジ対象 

  為替の市場価格の変動により 

 時価または将来キャッシュ・フ 

①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用してお 

  ります。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  通貨スワップ取引を行うこ 

 ととしております。 

 ヘッジ対象 

  為替の市場価格の変動により 

  時価または将来キャッシュ・フ 



   
  

  

  ローが変動するリスクのある資 

  産または負債としております。 

③ヘッジ方針 

   当社の社内規程である「市 

  場リスク管理規程」に基づき、 

 為替相場変動リスクをヘッジ 

 しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  為替相場の変動によるキャ 

 ッシュ・フロー変動を完全に相 

 殺するものと想定されるため 

 ヘッジの有効性の判定は省略 

 しております。 

 

  ローが変動するリスクのある資 

 産または負債としております。 

③ヘッジ方針 

   当社の社内規程である「市 

  場リスク管理規程」に基づき、 

 為替相場変動リスクをヘッジ 

 しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  為替相場の変動によるキャ 

 ッシュ・フロー変動を完全に相 

 殺するものと想定されるため 

 ヘッジの有効性の判定は省略 

 しております。 

 

(8) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税 

 抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税 

 抜方式によっております。 

 

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価

については全面時価評価法を採用し

ております。

 連結子会社の資産及び負債の評価

については全面時価評価法を採用し

ております。

６ のれんの償却に関する事項   のれんの償却については、５年間

の均等償却を行っております。

 のれんの償却については、５年間

の均等償却を行っております。

７ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期

的な投資からなっております。 

 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期的な投

資からなっております。 

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末 
(平成19年７月31日)

前連結会計年度末
(平成19年１月31日)

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

                  762,598千円 

 

※２.担保資産及び担保付債務 

     担保に供している資産は次のとおりであります。 

    建物及び構築物        107,167千円 

    土地             110,216   

    敷金・保証金          30,000     

    計             247,384 

  担保付債務は次のとおりであります。 

    一年以内返済予定長期借入金  53,148千円 

    長期借入金          114,624   

    計               167,772

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

                  773,212千円 

 

※２.担保資産及び担保付債務 

     担保に供している資産は次のとおりであります。 

    建物及び構築物        110,414千円 

    土地             110,216   

    敷金・保証金          30,000     

    計             250,630 

  担保付債務は次のとおりであります。 

    一年以内返済予定長期借入金  67,188千円 

    長期借入金          140,808   

    計               207,996



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

※１.販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金 

   額は次のとおりであります。 

  賃借料                   780,512千円 

  給料手当                571,882   

  広告販促費               471,567

※１.販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金 

   額は次のとおりであります。 

  広告販促費             1,595,833千円 

  賃借料               1,519,559   

  給料手当              1,060,912   

  業務委託費              767,009 

 

※２.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

     有形固定資産「その他」         330千円

※２.固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

     有形固定資産「その他」         220千円

─────── ※３.固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

     有形固定資産「その他」                57千円

※４.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

     建物及び構築物                    16,110千円 

     有形固定資産「その他」             1,416 

     無形固定資産「その他」       2,564   

                                合計   20,092

※４.固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

     建物及び構築物                   106,972千円 

     有形固定資産「その他」             2,711   

                               合計   109,683

※５.減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当社グループは、以下の資産グループについて 

   減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

千葉県 
千葉市 
中央区 
他

SPA業態の店舗 建物及び構築物 64,180千円

(8店舗)
有形固定資産「その
他」

9,594

投資その他の資産「そ
の他」

4,456

合計 78,231

のれん のれん 414,476

合計 414,476

※５.減損損失の内訳は次のとおりであります。 

   当社グループは、以下の資産グループについて 

   減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県 SPA業態の店舗 建物及び構築物 170,612千円

さいたま
市

(13店舗)
有形固定資産「その
他」

28,743

大宮区他 合計 199,356

東京都大
田区

倉庫 建物及び構築物 5,274

無形固定資産「その
他」

2,812

合計 8,087

  当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、卸売事業（卸売・ライセンス）と

SPA業態「pour le mieux」（プーレミュー）等の店舗

及び賃貸資産を基本単位とした資産グルーピングをして

おります。 

  収益性の低下により回収可能価額が帳簿価額を下回っ

た資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。 

  なお、当資産の回収可能価額は使用価値をゼロとして

測定しております。  

  のれんについては、取得時に検討した事業計画におい

て、当初想定した収益が見込めなくなったのれんを回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別

損失に計上いたしました。

  当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として、卸売事業（卸売・ライセンス）と

SPA業態「pour le mieux」（プーレミュー）等の店舗

及び賃貸資産を基本単位とした資産グルーピングをして

おります。 

  収益性の低下により回収可能価額が帳簿価額を下回っ

た資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。

倉庫については、平成19年２月の統合のために遊休とな

ったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失として計上いたしました。 

  なお、当資産の回収可能価額は使用価値をゼロとして

測定しております。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

  
２ 自己株式に関する事項 

   
  

  
３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) なお、平成19年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 
  

        該当事項はありません。 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 24,715 ― ― 24,715

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 582 ― ― 582

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社 平成19年 新株予約権 ― ― ― ― ― 1,688

合計 ― ― ― ― 1,688

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月25日 
定時株主総会

普通株式 96,532 4,000 平成19年１月31日 平成19年４月26日



前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

  １ 発行済株式に関する事項 

 
   (注) 当社グループは、19年１月期より連結財務諸表を作成しているため、前年度末(平成18年１月期)の数値につい 

        ては前期末の数値を記載しております。 

  ２ 自己株式に関する事項 

 
   (変動事由の概要) 

      増加数の主な内容は、次のとおりであります。 

        市場取引等による株式の取得による増加  582株 

  

  ３ 配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額 

 
  

   (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる 

       もの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 24,715 ― ― 24,715

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) ― 582 ― 582

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年４月26日 
定時株主総会

普通株式 98,860 4,000 平成18年１月31日 平成18年４月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年４月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 96,532 4,000 平成19年１月31日 平成19年４月26日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

                         （平成19年７月31日現在） 

現金及び預金勘定                    1,638,867千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △ 313,646   

現金及び現金同等物                  1,325,221

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

                         （平成19年１月31日現在） 

現金及び預金勘定                    1,953,336千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △ 313,645   

現金及び現金同等物                  1,639,690



(リース取引関係) 

  

 
  

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

  額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

（単位：千円）

取得価額 減価償却 減損損失 中間期末

相当額 累計額 累計額 残高

相当額 相当額 相当額

有形固定資
産 142,486 74,258 6,946 61,281

「その他」

無形固定資
産 84,384 47,879 ― 36,504

「その他」

合計 226,870 122,138 6,946 97,785

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 

  額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

取得価額 減価償却 減損損失 期末残高

相当額 累計額 累計額 相当額

相当額 相当額

有形固定資
産 138,731 67,410 6,356 64,964

「その他」

無形固定資
産 74,369 46,188 ― 28,181

「その他」

合計 213,100 113,599 6,356 93,145

2.未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産 

  減損勘定中間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

  １年以内              46,038千円 

  １年超                60,775 

  合 計              106,813

  リース資産減損勘定中間期末残高      7,293千円

2.未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減 

 損勘定期末残高 

  未経過リース料期末残高相当額 

  １年以内             43,546千円 

  １年超               58,052 

  合 計             101,599

  リース資産減損勘定期末残高         6,674千円

3.支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

 減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料            25,532千円 

 リース資産減損勘定の取崩額      1,320 

 減価償却費相当額           24,379 

 支払利息相当額              1,137 

 減損損失                1,910 

 

3.支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

 減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料           50,710千円 

 リース資産減損勘定の取崩額      ― 

 減価償却費相当額         48,627 

 支払利息相当額            1,986 

 減損損失              6,356

4.減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

    定額法によっております。 

  ・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 

    の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に 

    ついては利息法によっております。

4.減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

 

  ・利息相当額の算定方法 

    同左



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年７月31日現在) 

    １．その他有価証券で時価のあるもの 

 
    ２．その他有価証券で時価のないもの 

        該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年１月31日現在) 

    １．その他有価証券で時価のあるもの 

 
    ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

種類 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1)株式 13,931 36,267 22,336

中間連結貸借対照表計上額 (2)債券 ― ― ―

が取得原価を超えるもの (3)その他 ― ― ―

小計 13,931 36,267 22,336

(1)株式 200 178 △22

中間連結貸借対照表計上額 (2)債券 ― ― ―

が取得原価を超えないもの (3)その他 ― ― ―

小計 200 178 △22

合計 14,131 36,445 22,314

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1)株式 13,251 36,966 23,714

連結貸借対照表計上額が (2)債券 ― ― ―

取得原価を超えるもの (3)その他 ― ― ―

小計 13,251 36,966 23,714

(1)株式 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が (2)債券 ― ― ―

取得原価を超えないもの (3)その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 13,251 36,966 23,714

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

7,000 ― ―

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

１．取引の状況に関する事項 

 (１)取引の内容 

   利用しているデリバティブ取引は、通貨スワッ 

      プ取引であります。 

 (２)取引に対する取組方針 

   当社グループのデリバティブ取引は、将来の為 

      替の変動によるリスク回避を目的としており、 

      投機的な取引を行わない方針であります。 

 (３)取引の利用目的 

   外貨建債権債務に係る将来の為替レート変動リ 

      スクを回避する目的で、通貨スワップ取引を利 

      用しております。 

      なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計 

      を行っております。 

   ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

１．取引の状況に関する事項 

 (１)取引の内容 

   利用しているデリバティブ取引は、通貨スワッ 

      プ取引であります。 

 (２)取引に対する取組方針 

   当社グループのデリバティブ取引は、将来の為 

      替の変動によるリスク回避を目的としており、 

      投機的な取引を行わない方針であります。 

 (３)取引の利用目的 

   外貨建債権債務に係る将来の為替レート変動リ 

      スクを回避する目的で、通貨スワップ取引を利 

      用しております。 

      なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計 

      を行っております。 

   ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 



 
(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

１．当該中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費の株式報酬費用  1,688,063円 
  

２．ストック・オプションの内容 

 
  

    Ａ．ヘッジ手段 

       通貨スワップ取引を行うこととしており 

            ます。 

    Ｂ．ヘッジ対象 

      為替の市場価格の変動により時価または 

            将来キャッシュ・フローが変動するリス 

        クのある資産または負債としておりま 

            す。 

   ③ヘッジ方針 

    当社の社内規程である「市場リスク管理規 

        程」に基づき、為替相場変動リスクをヘッ 

    ジしております。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

    為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変 

        動を完全に相殺するものと想定されるために 

        ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 (４)取引に係るリスクの内容 

   通貨スワップ取引については、将来の為替変動 

      によるリスクがあります。 

   なお、当該デリバティブ取引の契約先は信用度 

      の高い金融機関であるため、相手方の契約不履 

   行による信用リスクはほとんどないと認識して 

      おります。 

 (５)取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取 

      引権限・取引手続・取引限度額及び報告体制等 

   を定めた社内規程があり、これに基づいて厳格 

      に取引及びリスク管理の運営を行っておりま 

      す。 

   社内規程の限度を超えて取引を行う場合には、 

      取締役会の承認を必要としております。 

２．取引の時価等に関する事項 

  ヘッジ会計を適用しているため、記載対象から除 

    いております。

    Ａ．ヘッジ手段 

       通貨スワップ取引を行うこととしており 

            ます。 

    Ｂ．ヘッジ対象 

      為替の市場価格の変動により時価または 

            将来キャッシュ・フローが変動するリス 

        クのある資産または負債としておりま 

            す。 

   ③ヘッジ方針 

    当社の社内規程である「市場リスク管理規 

        程」に基づき、為替相場変動リスクをヘッ 

    ジしております。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

    為替相場の変動によるキャッシュ・フロー変 

        動を完全に相殺するものと想定されるために 

        ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 (４)取引に係るリスクの内容 

   通貨スワップ取引については、将来の為替変動 

      によるリスクがあります。 

   なお、当該デリバティブ取引の契約先は信用度 

      の高い金融機関であるため、相手方の契約不履 

   行による信用リスクはほとんどないと認識して 

      おります。 

 (５)取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取 

      引権限・取引手続・取引限度額及び報告体制等 

   を定めた社内規程があり、これに基づいて厳格 

      に取引及びリスク管理の運営を行っておりま 

      す。 

   社内規程の限度を超えて取引を行う場合には、 

      取締役会の承認を必要としております。 

２．取引の時価等に関する事項 

  ヘッジ会計を適用しているため、記載対象から除 

    いております。

会社名 株式会社クリムゾン

決議年月日 平成19年４月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ６名
当社従業員 ６名

株式の種類及び付与数(株) 普通株式   500

付与日 平成19年４月27日

権利確定条件
付与日（平成19年４月27日）から権利確定日（平成21年４月30日） 
まで、関係会社を含む当社グループの取締役または従業員の地位を継
続していること

対象勤務期間 ─

権利行使期間
平成21年５月１日
～平成24年４月30日

権利行使価格（円）  122,640

付与日における公正な評価単位（円）   95,500



前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

  該当事項はありません。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

      当社グループは、所有権及び使用権を有するブランドのアパレル繊維商品（主にカジュアルウ 

    ェア）に関連する事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

      当社グループは、所有権及び使用権を有するブランドのアパレル繊維商品（主にカジュアルウ 

    ェア）に関連する事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

      本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ 

    ん。 

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

      本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ 

    ん。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

      海外売上高は、いずれも中間連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略して 

    おります。 

前連結会計年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

      海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しており 

    ます。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

  

  

２. １株当たり中間(当期)純損失 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

１株当たり純資産額 95,793.32円 １株当たり純資産額 144,351.51円

 
１株当たり中間純損失 44,362.13円

  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について
は、中間純損失を計上しているため記載しておりませ
ん。 
 当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財
務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間と比較
する１株当たり純資産額はありません。 
 
 
 
 
 
 

 
１株当たり当期純損失 49,842.32円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、当期純損失を計上しており、かつ、潜在株式が存在
しないため記載しておりません。 
 当連結会計年度から、改正後の「１株当たり当期純利
益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正
平成18年１月31日 企業会計基準第２号）及び「１株当
たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第４号）を適用しております。 
 当社グループは、当連結会計年度より連結財務諸表を
作成しているため、前連結会計年度と比較する１株当た
り純資産額はありません。 
 

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 2,311,780 3,483,634

普通株式に係る純資産額（千円） 2,311,780 3,483,634

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に係る当
連結会計年度末の純資産額との差額（千円）

― ―

普通株式の発行済株式数（株） 24,715 24,715

普通株式の自己株式数（株） 582 582

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

24,133 24,133

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

連結損益計算書上の中間(当期)純損失（千円） 1,070,591 1,227,117

普通株式に係る中間(当期)純損失（千円） 1,070,591 1,227,117

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 24,133 24,620



(重要な後発事象) 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月１日)

前連結会計年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

（業績に影響を与える事象の発生及び過年度における

不適切な会計処理の訂正） 

 当社グループは、平成19年９月に当社の第24期中間

決算監査の実施過程において、当社グループの会計監

査人であった新日本監査法人より、平成19年７月末の

たな卸資産の集計に誤りの可能性があり、過年度にさ

かのぼって調査する必要があるとの指摘を受けまし

た。そこで、外部の第三者によって過年度における在

庫集計の誤りについて調査した結果、平成18年１月中

間期（第22期中）より平成19年１月期（第23期）まで

の間に、たな卸資産の在庫数量及び評価に関して不適

切な行為が行われ、たな卸資産の過大計上等の不適切

な会計処理が行われていたことが判明しました。 

 これにより、過大に計上されていたたな卸資産を修

正するとともに、これに係る売上原価を修正しまし

た。また、この修正に伴う返品調整引当金の修正及び

これらの処理に対する税効果会計の見直し等必要と認

められる修正を行いました。  

 これらの修正については、平成19年11月22日に平成

18年１月期及び平成19年１月期の有価証券報告書及び

半期報告書の訂正報告書を提出しております。 

 なお、訂正後の連結財務諸表及び中間連結財務諸表

については、新日本監査法人による監査を受けており

ます。 

  また、上記の不適切な会計処理等を理由として、当

社株式は、平成19年10月２日付でジャスダック証券取

引所の監理ポストに割当てられております。

 

当連結会計年度（自 平成18年２月1日 至 平成19年

１月31日）（新株予約権の発行についての株主総会の決

議）当社は、平成19年４月25日開催の定時株主総会にお

いて、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基

づき、ストックオプションを目的として発行する新株予

約権の発行について決議いたしました。内容は以下のと

おりであります。

決議年月日 平成19年4月25日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役(７名)及び従業員

新株予約権の目的となる株式

の種類
普通株式

株式の数 600株

新株予約権の行使時の払込金

額
注１

新株予約権の行使期間
平成21年５月１日から平成24年４月30

日まで

新株予約権の行使の条件 注２

新株予約権の譲渡に関する事

項

本新株予約権を譲渡する場合には取締

役会の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約

権の交付に関する事項
注４

(注)１ 行使価格は、新株予約権の募集事項を定める 

    取締役会決議の日の属する月の前月の各日 

    （取引が成立していない日を除く。）におけ 

    るジャスダック証券取引所における当社株式 

    普通取引の終値の平均値または新株予約権の 

    募集事項を定める取締役会決議の日の前日の 

    ジャスダック証券取引所における当社株式の 

        終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ 

        直近の終値）のうちいずれか高い方に1.05を 

        乗じた金額とし、また、１円未満の端数は切 

        り上げる。 

        なお、割当後、時価を下回る価額による新株 

        式の発行を行う場合または自己株式を処分す 

        る場合（会社法第194条の規定（単元未満株主 

        による単元未満株式売渡請求）に基づく自己 

        株式の売渡し、当社普通株式の交付を請求で 

        きる新株予約権（新株予約権付社債に付され 

        たものを含む。）の行使による場合を除く。) 

        は、次の算式により行使価額を調整し、調整 

        の結果生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行
使価額

＝
調整前行
使価額

×

既発行
株式数

＋

新発行
株式数

×
１株当た
り出資金
額

時価

既発行株式数＋新発行株式数

 

     （上記算式において「既発行株式数」とは当社 



        の発行済株式総数から当社が保有する自己株 

        式数を控除した数とし、自己株式の処分を行 

        う場合には「新発行株式数」を「処分する自 

        己株式数」と読み替えるものとする。） 

       また、割当日後、行使価額の調整を必要とす 

        るやむを得ない事由が生じたときは、当社は 

        必要と認める行使価額の調整を行う。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

 

       さらに、上記の他、割当日後、行使価額の調 

        整を必要とするやむを得ない事由が生じたと 

        きは、当社は必要と認める行使価額の調整を 

        行う。 

(注)２ 当社の新株予約権の取得の条件は、以下のと 

        おりです。 

   ①当社取締役および従業員（平成19年４月25日 

    定時株主総会決議においてストックオプショ 

        ンとして新株予約権の発行を当社取締役会の 

        委任により）。 

   ②当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が 

    当社株主総会で承認された場合、当社が分割 

    会社となる分割契約若しくは分割計画承認の 

    議案が当社株主総会で承認された場合、また 

    は、当社が完全子会社となる株式交換契約承 

    認の議案若しくは株式移転計画承認の議案が 

    当社株主総会で承認された場合（いずれも、 

        株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役 

        会決議がなされた場合）は、当社取締役会が 

        別に定める日に、新株予約権を無償で取得す 

        ることができる。 

(注)３ 新株予約権の払込金額の要否 

    金銭の払込みを要しない。 

(注)４  組織再編行為に伴う交付に関する事項 

    当社が、合併（当社が合併により消滅する場 

    合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交 

    換または株式移転（以上を総称して以下「組 

    織再編行為」という。）をする場合において 

    、組織再編行為の効力発生の時点において残 

    存する新株予約権（以下「残存新株予約権」  

    という。）の新株予約権者に対し、それぞれ 

    の場合につき、会社法第236条第１項第８号 

    イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編 

    対象会社」という。）の場合においては、残 

    存新株予約権を以下の条件に沿って再編対象 

    会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併 

    契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分 

    割計画、株式交換契約または株式移転計画に 

    おいて定めた場合に限るものとする。 

   イ交付する再編対象会社の新株予約権の数 

    残存新株予約権の新株予約権者が保有する新 

    株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する 

    ものとする。  

   ロ新株予約権の目的である再編対象会社の株式 

    の種類 

       再編対象会社の普通株式とする。 

   ハ新株予約権の目的である再編対象会社の株式 

    の株 



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

       組織再編行為の条件等を勘案の上、注１に準 

    じて決定する。 

   ニ新株予約権の行使に際して出資される財源の 

    価額 

       交付される各新株予約権の行使に際して出資 

    される財産の価額は、組織再編行為の条件等 

    を勘案の上調整して得られる再編後払込金額 

    に上記ハに従って決定される当該新株予約権 

    の目的である株式の数を乗じて得られる金額 

    とする。 

   ホ新株予約権を行使することができる期間 

      上表の行使期間の開始日と組織再編行為の効 

    力発生日のうちいずれか遅い日から、上表の 

    新株予約権を行使できる期間の満了日までと 

    する。 

   ヘ譲渡による新株予約権の取得の制限 

    譲渡による新株予約権の取得については、再 

    編対象会社の承認を要する。 

   ト新株予約権の取得の制限 

        (注)２③に準じて決定する。



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年７月31日)

当中間会計期間末

(平成19年７月31日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年１月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,230,927 1,524,503 1,902,759

 ２ 受取手形 602,047 313,317 478,871

 ３ 売掛金 2,969,569 2,048,204 2,855,604

 ４ たな卸資産 697,786 577,584 617,340

 ５ その他 372,825 559,941 545,477

   貸倒引当金 △4,289 △2,773 △5,371

   流動資産合計 6,868,866 74.9 5,020,778 68.3 6,394,685 67.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産  
 

   (１)建物
※１ 
※２

600,546 391,625 401,600

   (２)その他
※１ 
※２

214,331 174,321 189,032

   有形固定資産合計 814,878 565,946 590,636

 ２ 無形固定資産 159,175 116,840 128,770

 ３ 投資その他の資産

   (１)敷金・保証金 888,919 831,234 890,424

   (２)関係会社株式 ― 1,154,191 1,095,710

      (３)その他 429,944 645,361 410,564

      関係会社投資損失 
      引当金

― △844,689 ―

   貸倒引当金 △15,211 △137,313 △12,406

   投資その他の資産合計 1,303,651 1,648,784 2,384,292

   固定資産合計 2,277,705 24.8 2,331,572 31.7 3,103,699 32.7

Ⅲ 繰延資産 23,391 0.3 ― ―

   資産合計 9,169,963 100.0 7,352,350 100.0 9,498,385 100.0



   

前中間会計期間末

(平成18年７月31日)

当中間会計期間末

(平成19年７月31日)

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成19年１月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 3,071,769 1,592,357 2,187,026

 ２ 買掛金 683,725 395,315 256,931

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※２ 545,535 974,584 943,908

 ４ 未払金 504,122 491,197 566,930

 ５ 引当金 7,620 36,716 8,070

 ６ その他 ※３ 189,578 161,355 215,240

   流動負債合計 5,002,352 54.5 3,651,527 49.7 4,178,110 44.0

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 181,276 1,416,580 1,635,876

 ２ その他 129,909 109,953 108,510

   固定負債合計 311,185 3.4 1,526,533 20.7 1,744,386 18.4

   負債合計 5,313,537 57.9 5,178,061 70.4 5,922,496 62.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 996,650 10.8 996,650 13.5 996,650 10.4

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,262,690 1,262,690 1,262,690

   資本剰余金合計 1,262,690 13.8 1,262,690 17.2 1,262,690 13.3

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 1,951 1,951 1,951

  (2) その他利益剰余 
    金

    別途積立金 2,605,060 2,105,060 2,605,060

    繰越利益剰余金 △949,830 △2,125,166 △1,228,299

   利益剰余金合計 1,657,181 18.1 △18,155 △0.2 1,378,712 14.5

 ４ 自己株式 ― △81,809 △1.1 △81,809 △0.8

   株主資本合計 3,916,521 42.7 2,159,375 29.4 3,556,243 37.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

15,702 13,225 0.2 14,064 0.1

 ２ 繰延ヘッジ損益 △75,798 ― 5,580 0.1

   評価・換算差額等 
   合計

△60,095 △0.6 13,225 0.2 19,645 0.2

Ⅲ  新株予約権 ― 1,688 0.0 ―

   純資産合計 3,856,425 42.1 2,174,289 29.6 3,575,888 37.6

   負債純資産合計 9,169,963 100.0 7,352,350 100.0 9,498,385 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年２月１日

至 平成18年７月31日)

当中間会計期間

(自 平成19年２月１日

至 平成19年７月31日)

前事業年度の

要約損益計算書

(自 平成18年２月１日

至 平成19年１月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)
金額(千円)

百分比 

(％)

Ⅰ 売上高 7,382,494 100.0 5,541,496 100.0 14,557,980 100.0

Ⅱ 売上原価 4,330,791 58.7 2,868,299 51.8 8,475,501 58.2

    売上総利益 3,051,703 41.3 2,673,197 48.2 6,082,478 41.8

    返品調整引当金 

    戻入額
11,871 0.2 8,070 0.1 11,871 0.1

    返品調整引当金 

    繰入額
△ 7,620 △0.1 △9,264 △0.1 △8,070 △0.1

    差引売上総利益 3,055,954 41.4 2,672,002 48.2 6,086,280 41.8

Ⅲ 販売費及び一般 

  管理費
3,879,940 52.6 2,925,370 52.8 7,176,501 49.3

    営業損失 823,986 △11.2 253,367 △4.6 1,090,220 △7.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 27,374 0.4 50,674 0.9 69,903 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 14,498 0.2 29,362 0.5 54,781 0.4

    経常損失 811,110 △11.0 232,055 △4.2 1,075,099 △7.4

Ⅵ 特別利益 ※３ 20,957 0.3 3,020 0.1 301,080 2.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 25,759 0.3 1,057,197 19.1 306,840 2.1

    税引前中間(当 

    期)純損失
815,912 △11.0 1,286,231 △23.2 1,080,859 △7.4

    法人税、住民税 

    及び事業税
11,453 14,104 24,975

    法人税等調整額 ー 11,453 0.2 － 14,104 0.3 － 24,975 0.2

    中間(当期)純 

       損失
827,365 △11.2 1,300,335 △23.5 1,105,834 △7.6



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 別途積立金の積立て

 中間純損失

 株主資本以外の項目の中間

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ―

平成18年７月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

株主資本

利益剰余金

 
株主資本合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年１月31日残高(千円) 1,951 2,205,060 376,395 2,583,407 4,842,747

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △98,860 △98,860 △98,860

 別途積立金の積立て 400,000 △400,000 ― ―

 中間純損失 △827,365 △827,365 △827,365

 株主資本以外の項目の中間

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

― 400,000 △1,326,225 △926,225 △926,225

平成18年７月31日残高(千円) 1,951 2,605,060 △949,830 1,657,181 3,916,521

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年１月31日残高(千円) 25,756 ― 25,756 4,868,503

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △98,860

 別途積立金の積立て ―

 中間純損失 △827,365

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△10,053 △75,798 △85,852 △85,852

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△10,053 △75,798 △85,852 △1,012,078

平成18年７月31日残高(千円) 15,702 △75,798 △60,095 3,856,425



当中間会計期間(自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日) 

  

 
  

 
  

 
  

前事業年度(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日) 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当

 別途積立金の積立て

 中間純損失

 株主資本以外の項目の中間

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─

平成19年７月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

株主資本

利益剰余金

 

自己株式
 

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年１月31日残高(千円) 1,951 2,605,060 △1,228,299 1,378,712 △81,809 3,556,243

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △96,532 △96,532 ─ △96,532

 別途積立金の積立て △500,000 500,000 ─ ─ ─

 中間純損失 △1,300,335 △1,300,335 ─ △1,300,335

 株主資本以外の項目の中間

 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ △500,000 △896,867 △1,396,867 ─ △1,396,867

平成19年７月31日残高(千円) 1,951 2,105,060 △2,125,166 △18,155 △81,809 2,159,375

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成19年１月31日残高(千円) 14,064 5,580 19,645 ─ 3,575,888

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 △96,532

 別途積立金の積立て

 中間純損失 △1,300,335

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△839 △5,580 △6,419 1,688 △4,731

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△839 △5,580 △6,419 1,688 △1,401,599

平成19年７月31日残高(千円) 13,225 ─ 13,225 1,688 2,174,289

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

事業年度中の変動額



 
  

 
  

 
  

 剰余金の配当

 別途積立金の積立て

 当期純損失（△）

  自己株式の取得

 株主資本以外の項目の

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

─ ─ ─

平成19年１月31日残高(千円) 996,650 1,262,690 1,262,690

株主資本

利益剰余金

 

自己株式
 

株主資本合計利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年１月31日残高(千円) 1,951 2,205,060 376,395 2,583,407 ─ 4,842,747

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △98,860 △98,860 △98,860

 別途積立金の積立て 400,000 △400,000 ─ ─

 当期純損失（△） △1,105,834 △1,105,834 △1,105,834

  自己株式の取得 △81,809 △81,809

 株主資本以外の項目の

 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

─ 400,000 △1,604,694 △1,204,694 △81,809 △1,286,503

平成19年１月31日残高(千円) 1,951 2,605,060 △1,228,299 1,378,712 △81,809 3,556,243

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年１月31日残高(千円) 25,756 ― 25,756 4,868,503

事業年度中の変動額

 剰余金の配当 △98,860

 別途積立金の積立て ―

 当期純損失（△） △1,105,834

  自己株式の取得 △81,809

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△11,691 5,580 △6,111 △6,111

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△11,691 5,580 △6,111 △1,292,615

平成19年１月31日残高(千円) 14,064 5,580 19,645 3,575,888



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前中間純損失（△） △815,912

 ２ 減価償却費 54,655

 ３ 無形固定資産償却額 30,449

 ４ 長期前払費用償却額 4,076

 ５ 開発費償却額 23,340

 ６ 貸倒引当金の増減額 △20,737

 ７ 返品調整引当金の減少額 △4,250

 ８ 受取利息及び受取配当金 △510

 ９ 支払利息 7,981

 10 為替差損益 △5,410

 11 有形固定資産除却損 23,112

 12 売上債権の増減額 996,900

 13 たな卸資産の増減額 44,082

 14 前払費用の増減額 △141,054

 15 仕入債務の増減額 158,548

 16 未払金の増減額 △66,362

 17 その他 △169,357

    小計 119,551

 18 利息及び配当金の受取額 464

 19 利息の支払額 △7,806

 20 法人税等の支払額 △254,447

   営業活動によるキャッシュ・フロー △142,238

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の純増減額 △0

 ２ 有形固定資産の取得による支出 △25,865

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △4,590

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △865

 ５ 敷金・保証金の増加額 △11,179

 ６ その他 △22,622

   投資活動によるキャッシュ・フロー △65,122



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △429,657

 ２ 長期未払金の支払による支出 △124,970

 ３ 配当金の支払額 △97,634

   財務活動によるキャッシュ・フロー △652,262

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 4,021

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △855,602

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,773,760

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,918,157



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

 

──────────

 当社は、前事業年度においてたな

卸資産の不適切な会計処理の訂正に

よる大幅な損失を計上したことに引

き続き、当中間会計期間において、

営業損失253,367千円、経常損失

232,055 千 円 及 び 中 間 純 損 失

1,300,335千円を計上するにいたり

ました。 

 当該状況により、継続企業の前提

に重要な疑義が存在しております。 

  

 当該状況に対処すべく、当社は、

不適切な会計処理の再発防止策の実

施、コーポレートガバナンス体制の

改善、不採算店舗の閉鎖や固定費の

削減による経営の効率化を進めるこ

とによる業績改善策を積極的に取り

組んでまいります。 

 

１．このような状況に至った経緯と

これまで行った対策 

 平成19年９月に当社の第24期中間

監査の実施過程において、当社の会

計監査人であった新日本監査法人よ

り、平成19年７月末のたな卸資産の

集計金額に誤りがある可能性を指摘

され、外部の第三者による調査によ

って、平成18年１月期及び平成19年

１月期のたな卸資産の在庫金額が過

大に計上されていたことが判明しま

した。そのため、平成19年11月22日

付で平成18年１月期及び平成19年１

月期の有価証券報告書及び半期報告

書の訂正報告書を提出いたしまし

た。 

 このような中で、当社は本件の発

生を未然に防止できなかったコーポ

レートガバナンス体制に根本的な問

題があるとの認識を持ち、不適切な

会計処理の再発防止に向けた具体策

の策定と抜本的な経営改善策の策定

を目的に「経営改革委員会」を発足

させ、社内改革に着手いたしまし

た。 

 

２．再発防止策について 

 不適切な会計処理の再発防止策に

ついては、社外アドバイザーととも

に現在の決算財務報告プロセスを分

析し、牽制機能を強化させる社内管

理体制の確立とその業務プロセスの

文書化に取り組んでおります。ま

た、在庫管理と在庫評価のルールを

再整備し、その一環として今回不適

切な会計処理の原因となったアウト

 

──────────



 

  

レット店舗にＰＯＳレジを導入する

とともに、たな卸業務のマニュアル

による標準化を徹底させます。 

 

３．コーポレートガバナンス体制の

改善 

 「経営改革委員会」の立ち上げと

ともに組織の見直しをはかりコンプ

ライアンス室の設置と内部監査の業

務監査にとどまらない広範多岐にわ

たる監査機能の強化を行います。さ

らに管理職コンプライアンス研修制

度のスケジュール化と全社員を対象

とするコンプライアンス対象マニュ

アルの作成開示を行います。さらに

執行役員についてはその権限と責任

を明確にし、執行役員会の定例化に

よるガバナンスの強化と意思決定及

び執行の迅速化を図ってまいりま

す。 

 

４．業績の改善策について 

 当該状況を解消し、安定的な収益

の確保ができる企業体質を構築する

ために小売事業における店舗別の損

益管理の再徹底、不採算店舗の閉鎖

を伴う損益構造の改善策及び全社的

な経費等の見直しに伴う固定費の削

減等の施策を実施することにより業

績の改善に努めてまいります。 

  

 上記の施策を実施することにより

継続企業の前提に関する重要な疑義

は解消されるものと考えておりま

す。従って、当社は継続企業を前提

として中間財務諸表を作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義の影響を中間財務諸表に反映し

ておりません。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

１ 資産の評価

基準及び評

価方法

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の

市場価格等に基づく

時価法(評価差額は

全部純資産直入法に

より処理し、売却原

価は移動平均法によ

り算定) 

―――――

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

    同左 

 

 

 

 

 

 

  子会社株式及び関連会 

  社株式 

    移動平均法による原 

    価法

(1) 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

 

子会社株式及び関連会 

社株式 

  移動平均法による原 

  価法  

(2) デリバティブ

時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

商品

総平均法による原価法

ただし、一部の小売店

舗商品については売価

還元原価法

なお、季越の商品に

ついては、販売可能価

額を基準として評価減

を実施しております。

これによる評価損は売

上原価に含めて処理し

ております。

(3) たな卸資産

商品

同左

(3) たな卸資産

商品

同左

貯蔵品

最終仕入原価法

貯蔵品

同左

貯蔵品

同左

２ 固定資産の

減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法(平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法)

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物    10～50年

器具備品  ３～20年

 
 

―――――

(1) 有形固定資産

定率法(平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法)

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。   

  建物    10～50年

  器具備品  ３～20年

 

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得

税法等の一部を改正する

法律  平成19年３月30日

法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正す

る政令  平成19年３月30

日  政令第83号))に伴い

平成19年４月１日以降に

取得したものについては

改正後の法人税等に基づ

く方法に変更しておりま

(1) 有形固定資産

定率法(平成10年４月１

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法)

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物    10～50年

  器具備品  ３～20年

 
 

―――――



 
  

す。 

  なお、この変更に伴う

営業損失、経常損失、税

引前中間純損失に与える

影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

定額法

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

３ 繰延資産の

処理方法

開発費

新市場開拓のため将来の収

益との対応により３年間で

均等償却

開発費

―――――

開発費

   新市場開拓のため将来の収 

   益との対応により３年間で 

   均等償却

４ 引当金の計

上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上して

おります。 

 

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 返品調整引当金

売上返品による損失に備

えるため、過去の返品率

等を勘案し返品予測高に

対する売買利益相当額を

計上しております。 

 

(2) 返品調整引当金

同左

(2) 返品調整引当金

同左

――――― (3) 関係会社整理損失引当金

関係会社の整理により将

来負担することとなる損

失に備えるため、当該見

込額を計上しておりま

す。 

(追加情報) 

当社子会社であるＬ’Ｏ

Ｒ  ＢＬＥＵ  ＦＲＡＮ

ＣＥ  Ｓ.Ａ.Ｒ.Ｌ.の清

算に伴って当社が負担す

ることとなる損失見込額

を関係会社整理損失引当

金として計上しておりま

す。 

また、関係会社整理損失

引当金繰入額27,452千円

は「特別損失」に計上し

ております。

―――――

――――― (4) 関係会社投資損失引当金

関係会社の投資損失に備

えるため、関係会社の財

政状態等を勘案し損失見

込額を計上しておりま

す。 

(追加情報) 

当中間会計期間より、関

係会社への投資に係る損

失に備えるため、関係会

社の財政状態等を勘案し

損失見込額を関係会社投

資損失引当金として計上

しております。 

当中間会計期間に発生し

た関係会社投資損失引当

―――――



 
  

金繰入額844,689千円は

「特別損失」に計上して

おります。

５ リース取引

の処理方法

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

６ ヘッジ会計

の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用し

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

① ヘッジ手段

通貨スワップ取引を行

うこととしておりま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

① ヘッジ手段

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段

同左

② ヘッジ対象

為替の市場価格の変動

により時価または将来

キャッシュ・フローが

変動するリスクのある

資産または負債として

おります。

② ヘッジ対象

同左

② ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

当社の社内規程である

「市場リスク管理規程」

に基づき、為替相場変動

リスクをヘッジしており

ます。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替相場の変動によるキ

ャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想

定されるためヘッジの有

効性の判定は省略してお

ります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

７ 中間キャッ

シュ・フロ

ー計算書に

おける資金

の範囲

 中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期的な投資からな

っております。

――――― ―――――

８ その他中間
財務諸表(財
務諸表)作成
のための基
本となる重
要な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜
方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,932,224千円で

あります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,570,308千円で

あります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度は改正後の財務諸表等規則

により作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

――――― (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

 これにより税引前当期純損失は

199,356千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成18年７月31日)

当中間会計期間末
(平成19年７月31日)

前事業年度末 
(平成19年１月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

381,535千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

403,160千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

421,906千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 113,950千円

土地 110,216千円

 計 224,166千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 107,167千円

土地 110,216千円

 計 217,384千円

※２ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次の

とおりであります。

建物 110,414千円

土地 110,216千円

計 220,630千円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

一年以内
返済予定
長期借入金

27,400千円

長期借入金 34,800千円

 計 62,200千円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

一年以内
返済予定
長期借入金

24,960千円

長期借入金 9,840千円

 計 34,800千円

   担保付債務は次のとおりであ

ります。

一年以内
返済予定
長期借入金

24,960千円

長期借入金 22,320千円

計 47,280千円

※３ 消費税等の取扱い

      仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ未収消費税等

として、流動資産のその他に

含めて表示しております。

※３ 消費税等の取扱い

      仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ未払消費税等

として、流動負債のその他に

含めて表示しております。

※３    ―――――

   

  ４ 保証債務

   パイオニアトレーディング㈱

の金融機関借入金に対し、下

記のとおり債務保証を行って

おります。 

 

パイオニアトレーディング㈱ 

               50,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 140千円

受取配当金 370千円

為替差益 26,488千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,532千円

受取配当金 398千円

為替差益 36,050千円

※１営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,140千円

受取配当金 609千円

為替差益 64,339千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 7,981千円

店舗等閉鎖費用 6,261千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 17,200千円

店舗等閉鎖費用 12,068千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 24,604千円

店舗等閉鎖費用 28,101千円

※３ 特別利益のうち主要なもの

船舶売却益 220千円

貸倒引当金戻入 20,737千円

※３ 特別利益のうち主要なもの

車輌運搬具売却益 330千円

貸倒引当金戻入 2,690千円
 

※３ 特別利益のうち主要なもの

車輌運搬具売却益 220千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

建物除却損 22,475千円

車両運搬具除却損 57千円

器具備品除却損 636千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

建物除却損 12,543千円

構築物除却損 3,567千円

器具備品除却損 894千円

ソフトウェア除
却損

2,564千円

貸倒引当金繰入
額

125,000千円

関係会社投資損
失引当金繰入額

844,689千円

関係会社整理損
失引当金繰入額

27,452千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

建物除却損 65,966千円

器具備品除却損 764千円

※５ 減損損失の内訳 

  当社は、以下の資産グループに 

 ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

千葉県 
千葉市 
中央区他

SPA業態
の店舗

建物及び
構築物

22,388千
円

(4店舗)
有形固定
資産「そ
の他」

3,373

投資その
他の資産
「その
他」

2,623

合計 28,385

※５ 減損損失の内訳 

  当社は、以下の資産グループに 

 ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県さ
いたま市
大宮区他

SPA業態
の店舗

建物及び
構築物

170,612
千円

(13店舗)
有形固定
資産「そ
の他」

15,145

投資その
他の資産
「その
他」

13,597

合計 199,356

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６ 減価償却実施額

有形固定資産 54,655千円

無形固定資産 30,449千円
 

当社は、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、卸売

事業（卸売・ライセンス）とSPA業

態「pour le mieux」（プ ー レ ミ

ュー）の店舗及び賃貸資産を基本単

位とした資産グルーピングをしてお

ります。 

 収益性の低下により回収可能価額

が帳簿価額を下回った資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。 

 なお、当資産の回収可能価額は使

用価値をゼロとして測定しておりま

す。 

  

６ 減価償却実施額

有形固定資産 35,672千円

無形固定資産 10,175千円

当社は、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小単位として、卸売

事業（卸売・ライセンス）とSPA業

態「pour le mieux」（プ ー レ ミ

ュー）の店舗及び賃貸資産を基本単

位とした資産グルーピングをしてお

ります。 

 収益性の低下により回収可能価額

が帳簿価額を下回った資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。 

 なお、当資産の回収可能価額は使

用価値をゼロとして測定しておりま

す。 

  

６ 減価償却実施額

有形固定資産 112,520千円

無形固定資産 60,854千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

   前中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

    

   1.発行済株式に関する事項 

 
  

   2.配当に関する事項 

 
  

   当中間会計期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年７月31日） 

    

     1.自己株式に関する事項 

 
  

   前事業年度（自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日） 

  

     1.自己株式に関する事項 

 
   (変動事由の概要) 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

      市場取引等による株式の取得による増加   582株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 24,715 ― ― 24,715

決議 株式の種類
配当金の総額 

（千円）

１株当たり 

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成18年４月26日 

定時株主総会
普通株式 98,860 4,000 平成18年１月31日 平成18年４月27日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 582 ― ― 582

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） ― 582 ― 582



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

(平成18年７月31日現在)

現金及び預金勘定 2,230,927千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △312,769千円

現金及び現金同等物 1,918,157千円



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高相当額
(千円)

有形 
固定 
資産

137,664 74,588 63,076

無形 
固定 
資産

86,720 50,128 36,591

合計 224,384 124,716 99,668

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高相当

額 
(千円)

有形 
固定 
資産

125,706 72,071 6,946 46,689

無形 
固定 
資産

80,679 47,509 ─ 33,169

合計 206,386 119,580 6,946 79,859

 １ リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

有形
固定 
資産

121,951 66,901 6,356 48,694

無形
固定 
資産

74,369 46,188 ─ 28,181

合計 196,321 113,089 6,356 76,875

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 

 

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 42,096千円

１年超 59,721    

合計  101,818    
 

 ２ 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高 

 

未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 42,120千円

１年超 46,645     

合計 88,765     

  リース資産減損勘定中間期末残高
                     7,293千円 
 

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当

額及びリース資産減損勘定期

末残高 

 

未経過リース料期末残高相当

額

１年内 40,386千円

１年超 44,944     

合計 85,330     

     リース資産減損勘定期末残高 
                       6,674千円 
  

 

 ３ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

 

 

 

支払リース料 27,012千円

減価償却費
相当額

25,923     

支払利息相当額 1,044     

 ３ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額、支払利息相当額及び

減損損失 

 

支払リース料 23,328千円

リース資産減損
勘定の取崩額

  1,320

減価償却費
相当額

22,331     

支払利息相当額 859     

減損損失 1,910     

  ３ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

 

支払リース料 50,156千円

リース資産減損
勘定の取崩額

      ─ 

減価償却費
相当額

48,118     

支払利息相当額 1,942     

減損損失 6,356     

 ４ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ４ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

同左

 ４ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方

法

同左

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息

法によっております。

・利息相当額の算定方法

同左

・利息相当額の算定方法

同左



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年７月31日現在) 

 ヘッジ会計を適用しているため、記載事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年７月31日現在) 

 中間連結財務諸表における注記事項として記載しているため、記載事項はありません。 

  

前事業年度末(平成19年１月31日現在) 

       連結財務諸表における注記事項として記載しているため、記載事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

  

 
  

  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

関連会社に対する投
資の金額

84,089千円
  中間連結財務諸表を作成している
ため記載しておりません。

 連結財務諸表を作成しているため 
記載しておりません。

 

持分法を適用した場
合の投資の金額

106,376千円

持分法を適用した場
合の投資損失の金額

1,391千円



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１. １株当たり純資産額 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

１株当たり純資産額 156,035円84銭 １株当たり純資産額 90,096円11銭 １株当たり純資産額 148,174円23銭

１株当たり 
中間純損失

33,476円26銭
１株当たり 
中間純損失

53,882円07銭
１株当たり
当期純損失

44,916円11銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を

計上しており、且つ、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、中間純損失を

計上しているため記載しておりませ

ん。

なお、潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益については、当期純損失

を計上しており、且つ、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。

  

当中間会計期間から、改正後の「１

株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年１月31日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

これにより、前中間会計期間と同様

の方法によった場合と比べ、当中間

会計期間の１株当たり純資産額は、

3,066円90銭減少しております。

 

────────

 

 当事業年度から、改正後の「１株

当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 最終改

正平成18年１月31日 企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 最終改正平

成18年１月31日 企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

 これにより、前事業年度と同様の

方法をとった場合と比べ、当事業年

度の１株当たり純資産額は231円22銭

増加しております。 

 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合計
額（千円） 3,856,425 2,174,289 3,575,888

普通株式に係る純資産額（千円） 3,856,425 2,174,289 3,575,888

中間貸借対照表の純資産の部の合計
額と１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式に係る中間会計期
間末(事業年度末)の純資産額との差
額（千円）

― ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 24,715 24,715 24,715

普通株式の自己株式数(株) ― 582 582

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株)

24,715 24,133 24,133



２. １株当たり中間（当期）純損失 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純損
失(千円)

827,365 1,300,335 1,105,834

普通株式に係る中間(当期)純損失(千
円)

827,365 1,300,335 1,105,834

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 24,715 24,133 24,620



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成18年２月１日
至 平成18年７月31日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月１日
至 平成19年７月31日)

前事業年度
(自 平成18年２月１日
至 平成19年１月31日)

（パイオニアトレーディング株式会

社の株式取得）

 当社は、平成18年８月25日開催の

取締役会においてパイオニアトレー

ディング株式会社の株式取得を決議

し、同日株式譲渡契約書を締結し、

子会社化いたしました。

(１)株式の取得の理由

 パイオニアトレーディング株式会

社は「Indio」ブランドのSPA事業に

特化したレディースカジュアルアパ

レルとして認知されており、当社

は、同社のノウハウを吸収し、当社

固有のSPA事業を確立させ、なおか

つ、相互の経営資源の有効活用を

し、同社の事業成長が見込めると判

断いたしました。 

(２)株式取得の相手の名称 

   森藤 平八郎 

(３)買収する会社の名称、事業内 

  容、規模 

 ①商号 

  パイオニアトレーディング株 

  式会社 

 ②代表者 

  代表取締役 森藤 平八郎 

 ③本店所在地 

  東京都渋谷区恵比寿南１丁目  

  20番９号 

  ④主な事業の内容 

  婦人服飾、雑貨の企画・製 

  造・小売 

 ⑤資本金 

  10百万円 

(４)株式取得の時期 

  平成18年８月25日 

(５)取得する株式の数、取得価額 

  及び取得後の持分比率等 

 ①取得株式数 7,500株 

  ②取得価額 1,015,710千円（う 

  ち、203,142千円は店舗賃貸借 

  契約、その他店舗利用契約の 

  承継手続きの担保として預 

  託、同継承手続き完了後、契 

  約条項に従い精算） 

 ③取得後の持分比率 

  100％ 

(６)支払資金の調達方法 

     自己資金によります。

（業績に影響を与える事象の発生及

び過年度における不適切な会計処理

の訂正） 

 当社は、平成19年９月に当社の第

24期中間決算監査の実施過程におい

て、当社の会計監査人であった新日

本監査法人より、平成19年７月末の

たな卸資産の集計に誤りの可能性が

あり、過年度にさかのぼって調査す

る必要があるとの指摘を受けまし

た。そこで、外部の第三者によって

過年度における在庫集計の誤りにつ

いて調査した結果、平成18年１月中

間期（第22期中）より平成19年１月

期（第23期）までの間に、たな卸資

産の在庫数量及び評価に関して不適

切な行為が行われ、たな卸資産の過

大計上等の不適切な会計処理が行わ

れていたことが判明しました。 

 これにより、過大に計上されてい

たたな卸資産を修正するとともに、

これに係る売上原価を修正しまし

た。また、この修正に伴う返品調整

引当金の修正及びこれらの処理に対

する税効果会計の見直し等必要と認

められる修正を行いました。  

 これらの修正については、平成19

年11月22日に平成18年１月期及び平

成19年１月期の有価証券報告書及び

半期報告書の訂正報告書を提出して

おります。 

 なお、訂正後の財務諸表及び中間

財務諸表については、新日本監査法

人による監査を受けております。 

  また、上記の不適切な会計処理等

を理由として、当社株式は、平成19

年10月２日付でジャスダック証券取

引所の監理ポストに割当てられてお

ります。

 

（新株予約権の発行についての株主

総会の決議） 

当社は、平成19年４月25日開催の定

時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基

づき、ストックオプションを目的と

して発行する新株予約権の発行につ

いて決議いたしました。内容は以下

のとおりであります。

決議年月日 平成19年4月25日

付与対象者の区分及び

人数

当社取締役(７名)及び

従業員

新株予約権の目的とな

る株式の種類
普通株式

株式の数 600株

新株予約権の行使時の

払込金額
注１

新株予約権の行使期間
平成21年５月１日から

平成24年４月30日まで

新株予約権の行使の条

件
注２

新株予約権の譲渡に関

する事項

本新株予約権を譲渡す

る場合には取締役会の

決議による承認を要す

る。

代用払込みに関する事

項
―

組織再編行為に伴う新

株予約権の交付に関す

る事項

注４

(注)１ 行使価格は、新株予約権 

    の募集事項を定める取締 

    役会決議の日の属する月 

    の前月の各日（取引が成 

    立していない日を除く。) 

    におけるジャスダック証 

    券取引所における当社株 

    式普通取引の終値の平均 

    値または新株予約権の募 

    集事項を定める取締役会 

    決議の日の前日のジャス 

    ダック証券取引所におけ 

    る当社株式の終値（取引 

    が成立しない場合はそれ 

    に先立つ直近の終値）の 

    うちいずれか高い方に 

    1.05を乗じた金額とし、 

    また、１円未満の端数は 

    切り上げる。 

     なお、割当後、時価を 

    下回る価額による新株式 

    の発行を行う場合または 

    自己株式を処分する場合 

    （会社法第194条の規定 

    （単元未満株主による単 

    元未満株式売渡請求）に 

    基づく自己株式の売渡し 

    、当社普通株式の交付を 

    請求できる新株予約権 



    （新株予約権付社債に付 

    されたものを含む。）の 

    行使による場合を除く。) 

    は、次の算式により行使 

    価額を調整し、調整の結 

    果生じる１円未満の端数 

    は切り上げる。

調整後

行使価

額

＝

調整前

行使価

額

×

既発

行株

式数

＋

新発

行株

式数

×

１株当

たり出

資金額

時価

既発行株式数＋新発行株式数

     （上記算式において「既発行 

       株式数」とは当社の発行済 

       株式総数から当社が保有す 

       る自己株式数を控除した数 

       とし、自己株式の処分を行 

       う場合には「新発行株式数 

       」を「処分する自己株式数 

       」と読み替えるものとする 

       。） 

       また、割当日後、行使価額 

       の調整を必要とするやむを 

       得ない事由が生じたときは 

       、当社は必要と認める行使 

       価額の調整を行う。

調整後行使価

額
＝

調整前行使価

額
×

1

分割・併合の

比率

       さらに、上記の他、割当日 

       後、行使価額の調整を必要 

       とするやむを得ない事由が 

       生じたときは、当社は必要 

       と認める行使価額の調整を 

       行う。 

 

(注)２ 当社の新株予約権の取得 

    の条件は、以下のとおり 

    です。 

   ①当社取締役および従業員 

    （平成19年４月25日定時 

    株主総会決議においてス 

    トックオプションとして 

        新株予約権の発行を当社 

        取締役会の委任により)。 

   ②当社が消滅会社となる合 

    併契約承認の議案が当社 

    株主総会で承認された場 

    合、当社が分割会社とな 

    る分割契約若しくは分割 

    計画承認の議案が当社株 

    主総会で承認された場合 

    、または、当社が完全子 

    会社となる株式交換契約 

    承認の議案若しくは株式 

    移転計画承認の議案が当 

    社株主総会で承認された 

    場合（いずれも、株主総 



    会決議が不要の場合は、 

    当社の取締役会決議がな 

    された場合）は、当社取 

    締役会が別に定める日に 

    、新株予約権を無償で取 

    得することができる。 

(注)３ 新株予約権の払込金額の 

    要否 

    金銭の払込みを要しな 

    い。 

(注)４  組織再編行為に伴う交付 

    に関する事項 

    当社が、合併（当社が合 

    併により消滅する場合に 

    限る。）、吸収分割、新 

    設分割、株式交換または 

    株式移転（以上を総称し 

    て以下「組織再編行為」 

    という。）をする場合に 

    おいて、組織再編行為の 

    効力発生の時点において 

    残存する新株予約権（以 

    下「残存新株予約権」と 

    いう。）の新株予約権者 

    に対し、それぞれの場合 

    につき、会社法第236条第 

    １項第８号イからホまで 

    に掲げる株式会社（以下 

    「再編対象会社」という 

    。）の場合においては、 

    残存新株予約権を以下の 

    条件に沿って再編対象会 

    社の新株予約権を交付す 

    る旨を、吸収合併契約、 

    新設合併契約、吸収分割 

    契約、新設分割計画、株 

    式交換契約または株式移 

    転計画において定めた場 

    合に限るものとする。 

      イ交付する再編対象会社の 

        新株予約権の数 

       残存新株予約権の新株予 

        約権者が保有する新株予 

        約権の数と同一の数をそ 

        れぞれ交付するものとす 

        る。  

      ロ新株予約権の目的である 

        再編対象会社の株式の種 

        類 

       再編対象会社の普通株式 

        とする。 

      ハ新株予約権の目的である 

        再編対象会社の株式の株 

       組織再編行為の条件等を 

        勘案の上、注１に準じて 

        決定する。 

      ニ新株予約権の行使に際し 

        て出資される財源の価額 

       交付される各新株予約権 



 
  

        の行使に際して出資され 

        る財産の価額は、組織再 

        編行為の条件等を勘案の 

        上調整して得られる再編 

        後払込金額に上記ハに従 

        って決定される当該新株 

        予約権の目的である株式 

        の数を乗じて得られる金 

        額とする。 

      ホ新株予約権を行使するこ 

        とができる期間 

    上表の行使期間の開始日 

    と組織再編行為の効力発 

    生日のうちいずれか遅い 

    日から、上表の新株予約 

    権を行使できる期間の満 

    了日までとする。 

      ヘ譲渡による新株予約権の 

        取得の制限 

    譲渡による新株予約権の 

    取得については、再編対 

    象会社の承認を要する。 

      ト新株予約権の取得の制限 

        (注)２③に準じて決定す 

        る。



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1)自己株券買付状況報告書 

平成19年２月13日 関東財務局長に提出 

  

 (2)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第23期(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日)平成19年４月27日関東財務局長

に提出 

  

 (3)半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第22期中(自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日)の半期報告書（平成17年10月

18日関東財務局長に提出）の訂正報告書を平成19年11月22日関東財務局長に提出 

  

 (4)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第22期(自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日)の有価証券報告書（平成18年４

月27日関東財務局長に提出）の訂正報告書を平成19年11月22日関東財務局長に提出 

  

 (5)半期報告書の訂正報告書 

事業年度 第23期中(自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日)の半期報告書（平成18年10月

24日関東財務局長に提出）の訂正報告書を平成19年11月22日関東財務局長に提出 

  

 (6)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度 第23期(自 平成18年２月１日 至 平成19年１月31日)の有価証券報告書（平成19年４

月27日関東財務局長に提出）の訂正報告書を平成19年11月22日関東財務局長に提出 

  

該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年１１月２９日

株 式 会 社 ク リ ム ゾ ン 

取 締 役 会  御中  

  

金丸公認会計士事務所 

公認会計士  金 丸 健 彦 

大塚和辰公認会計士事務所 

公認会計士  大 塚 和 辰 

  

  

  

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クリムゾンの平成19年2月1日から平成20年1月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

19年2月1日から平成19年7月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結

財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社クリムゾン及び連結子会社の平成19年7月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成19年2月1日から平成19年7月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度においてたな卸資産の不適切な会計処

理の訂正による大幅な損失を計上したことに引き続き、当中間連結会計期間においても、営業損失523,631千

円、経常損失505,365千円及び中間純損失1,070,591千円を計上している状況にあり、継続企業の前提に関す

る重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸

表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映して

いない。 

(2) 重要な後発事象に記載のとおり、会社は、過年度のたな卸資産の過大計上等の不適切な会計処理について修

正を行い、平成19年11月22日に平成18年1月期及び平成19年1月期の有価証券報告書及び半期報告書の訂正報

告書を提出している。また、当該事由を理由として平成19年10月2日付で、当社株式はジャスダック証券取引

所の監理ポストに割り当てられている。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上



独立監査人の中間監査報告書 
平成19年11月22日

株式会社クリムゾン 
 取 締 役 会 御 中 

  
 当監査法人は、旧証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社クリムゾンの平成18年2月1日から平成19年1月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成18年2月1
日から平成18年7月31日まで）に係る訂正報告書の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、
中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作
成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に
中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の
表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続き等を中心とした監査手続に
必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対す
る意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に
準拠して、株式会社クリムゾンの平成18年7月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平
成18年2月1日から平成18年7月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し
ているものと認める。 
  
追記情報 
(1) 半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の5第5項の規定に

基づき中間財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の中間財務諸表について中間監査を行った。 
(2) 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年8月25日開催の取締役会においてパイオニアトレー

ディング株式会社の株式取得を決議し、同日株式譲渡契約書を締結し、子会社化した。 
  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
 

  

  
(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１９年１１月２９日

株 式 会 社 ク リ ム ゾ ン 

取 締 役 会  御中 

  

金丸公認会計士事務所 

公認会計士  金 丸 健 彦 

大塚和辰公認会計士事務所 

公認会計士  大 塚 和 辰 

  
  
  

私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社クリムゾンの平成19年2月1日から平成20年2月1日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成19年

2月1日から平成19年7月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務

諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ

て追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社クリムゾンの平成19年7月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年2

月1日から平成19年7月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

(1) 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度においてたな卸資産の不適切な会計処理の

訂正による大幅な損失を計上したことに引き続き、当中間会計期間においても、営業損失253,367千円、経常

損失232,055千円及び中間純損失1,300,335千円を計上している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

(2) 重要な後発事象の注記に記載のとおり、会社は、過年度のたな卸資産の過大計上等の不適切な会計処理につ

いて修正を行い、平成19年11月22日に平成18年1月期及び平成19年1月期の有価証券報告書及び半期報告書の

訂正報告書を提出している。また、当該事由を理由として平成19年10月2日付で、当社株式はジャスダック証

券取引所の監理ポストに割り当てられている。 

  

会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上
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